（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に係る

公共施設等運営事業
提出書類様式集
法務省

平成２９年１月１６日
（様式　１）
平成　　年　　月　　日
募集要項等に関する説明会参加申込書
法務省　御中
「（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に係る公共施設等運営事業」募集要項等に関する説明会について，参加を希望します。
	会社名
	

	所在地
	

	担当者氏名
	

	所属（担当）
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ
	

	電子メールアドレス
	

	説明会参加者数
	名


※　座席数に限りがありますので，１社あたり３名までとして下さい。
※　申込状況により人数を制限することもありますので，御了承ください。
※　説明会当日は資料を配布しませんので，あらかじめ印刷してご持参ください。
提出期限：　平成２９年１月１９日（木）正午

（様式　２）
平成　　年　　月　　日
質問等提出届
法務省　御中
「（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に係る公共施設等運営事業」募集要項等について，別添のとおり質問及び意見等を提出します。
	会社名
	

	所在地
	

	担当者氏名
	

	所属（担当）
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ
	

	電子メールアドレス
	


（様式　３）
平成　年　月　日

競争的対話への参加表明書
契約行為担当官


法務省大臣官房会計課長　殿

商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成２９年１月１６日付で募集要項等の公表がありました「（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に係る公共施設等運営事業」について，競争的対話に参加することを表明します。

（様式　４）
平成　　年　　月　　日

守秘義務の遵守に関する誓約書

契約行為担当官


法務省大臣官房会計課長　殿

（代表者）商号又は名称
　　　　　所在地
　　　　　代表者名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
当社は，今般，法務省（以下「国」という。）から平成２９年１月１６日付で募集要項等の公表がありました「（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に関する公共施設等運営事業」に係る優先交渉権者の選定（以下「本公募」という。）における提案を検討すること（以下「本目的」という。）を目的として，本誓約書の提出を条件とする参加資料（参加表明者のみに開示される資料及び適宜開示される本公募に必要な情報を含む。以下これらを総称して「守秘義務対象開示資料」という。）の提供又は開示を受けることを希望しますが，守秘義務対象開示資料の提供又は開示を受けるに当たっては，下記事項を遵守し，秘密を保持することを誓約します。
第１条（利用の目的）
１　当社は，本目的のためにのみ，守秘義務対象開示資料の提供又は開示を受けるものであり，本目的以外の目的のために当該資料を利用しません。
２　当社は，本書記載の遵守事項と同等以上の守秘義務を負うことを当社に対して誓約した場合に限り，国の事前の承認を得たうえで，本目的を達するため必要な範囲及び方法で，構成企業（構成企業になろうとする者を含む。以下同じ。）又は協力企業（協力企業になろうとする者を含む。）若しくは応募アドバイザー（以下「第二次被開示者」と総称する。）に対し，守秘義務対象資料の全部又は一部を開示することができるものとします。また，第二次被開示者は当社から開示を受けた情報を他の第三者に開示してはならないものとし，第二次被開示者が本書記載の遵守事項に違反したときは，当社がその一切の責任を負うこととします。
第２条（秘密の保持）
当社は，国から提供又は開示を受けた守秘義務対象開示資料を秘密として保持するものとし，前条に定める場合又は国の事前の承諾ある場合のほか，第三者に対し開示しません。なお，当該国の承諾は，当社及び第二次被開示者ごとに個別に受けるものとします。

第３条（善管注意義務）

当社は，国から提供又は開示を受けた守秘義務対象開示資料を，善良な管理者としての注意をもって取扱うことを約束します。

第４条（個人情報の取扱い）

国から提供又は開示を受けた守秘義務対象開示資料のうち個人情報に該当するものについては，法令等により，国に認められる範囲内で，かつ，当社に認められる範囲内でのみ利用し，保持し，かつ，法令等により国及び当社に要求される限度の適切な管理を行うことを約束します。

第５条（期間）

本書に基づき当社が負う義務は，提案書類の提出に至らなかった場合及び優先交渉権者として選定されなかった場合であっても，存続するものとします。

第６条（損害賠償義務）

当社の本書に違反する行為により秘密が漏洩した場合，当社は，それにより国に生じた損害を賠償することを約束します。

第７条（印刷物等の破棄）

１　国から提供又は開示を受けた守秘義務対象開示資料の印刷物等（守秘義務対象開示資料の印刷物，複写物，複製及びハードディスク等の記録媒体への記録を含むがこれに限らない。）は，提案書類の提出に至らなかった場合及び優先交渉権者として選定されなかった場合，全て速やかに破棄することを約束します。また，この場合において，第二次被開示者に対して守秘義務対象開示資料の全部又は一部を開示していたときは，当該第二次被開示者をして，開示を受けた資料の印刷物等を全て速やかに破棄させることを約束します。

２　法令等又は司法機関若しくは行政機関の判決，決定，命令等により守秘義務対象開示資料の情報を保持することが義務付けられているため，前項の規定により守秘義務対象開示資料の印刷物等を破棄することができない場合，当社及び第二次被開示者は，その理由を付して破棄予定日を通知することとし，情報保持を義務付けられた期間が経過する等により情報保持義務等がその後終了したときは，速やかに当該印刷物等を全て破棄することを約束します。

３　当社及び第二次被開示者は，前２項の規定に基づき守秘義務対象開示資料の印刷物等を破棄したときは，国に対し，その旨報告します。

第８条（定義）

本書において，特段に定める場合の他，本書における用語の定義は，本公募の募集要項等の定めるところによることとします。

以 上
※　代表者名及び印鑑は，権限規程に基づく決裁者のものとしてください。
（様式　５）
平成　　年　　月　　日
第二次被開示者への資料開示承諾申請書

契約行為担当官


法務省大臣官房会計課長　殿

応募グループ名
（代表者）商号又は名称
　　　　　所在地
　　　　　代表者名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成２９年１月１６日付で募集要項等の公表がありました「（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に関する公共施設等運営事業」の公募に関し，国から提供又は開示を受けた守秘義務対象開示資料を以下の者に開示したく，ご承諾願います。
【第二次被開示者】
	名　称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	申請者との関係
	


	名　称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	申請者との関係
	


（様式　６）
平成　　年　　月　　日
破棄義務の遵守に関する報告書

契約行為担当官


法務省大臣官房会計課長　殿

応募グループ名
（代表者）商号又は名称
　　　　　所在地
　　　　　代表者名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
当社は，今般，法務省から平成２９年１月１６日付で募集要項等の公表がありました「（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に関する公共施設等運営事業」の公募に関し，守秘義務の遵守に関する誓約書の提出を条件とする開示資料（第二次審査参加者のみに開示される資料及び適宜開示される本公募に必要な情報を含む。）の開示を受けましたが，[国に対して守秘義務の遵守に関する誓約書を提出した者の名称を記載]作成による別添平成２９年【　】月【　】日付「守秘義務の遵守に関する誓約書（写）」第7条に基づき，守秘義務対象開示資料の印刷物等の破棄を完了したことを報告します。
参加表明に関する様式
（様式　Ａ－１）
平成　　年　　月　　日
参加表明書

契約行為担当官


法務省大臣官房会計課長　殿

応募グループ名
（代表者）商号又は名称
　　　　　所在地
　　　　　代表者名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成２９年１月１６日付で募集要項等の公表がありました「（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に係る公共施設等運営事業」の公募に参加することを表明します。

なお，別添「グループ構成企業，協力企業等及び役割分担表」で示す各構成企業及び協力企業等は，本募集要項に示される参加資格に関する制限に該当しないことを誓約します。
（様式　Ａ－２）
平成　　年　　月　　日

グループ構成企業，協力企業等及び役割分担表

	構成企業

（代表企業）


	商号又は名称

所在地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ

　　　　電子メールアドレス

	
	＜本事業における役割＞
※　本事業における役割を簡潔に記載してください。なお，一つの業務を複数の企業で分担する場合は，分担する業務の内容についても記載してください。


	構成企業
	商号又は名称

所在地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ

　　　　電子メールアドレス

	
	＜本事業における役割＞


	協力企業
	商号又は名称

所在地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ

　　　　電子メールアドレス

	
	＜本事業における役割＞




※　構成企業及び協力企業等の記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

（様式　Ａ－３）
平成　　年　　月　　日
委　任　状
（構成企業→代表企業）
	構成企業
	商号又は名称

所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	構成企業
	商号又は名称

所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	構成企業
	商号又は名称

所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	構成企業
	商号又は名称

所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)


※　構成企業の記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。
私達は，下記の企業をグループの代表企業とし，「（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に係る公共施設等運営事業」に関し，下記の権限を委任します。

	受任者
	商号又は名称

所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	委任事項
	１　事業提案への参加表明に関する件
２　提案審査への申請に関する件
３　提案辞退に関する件
４　提案に関する件
５　復代理人の選任並びに解任に関する件


（様式　Ａ－４）
平成　年　月　日

構成企業等変更届

契約行為担当官


法務省大臣官房会計課長　殿

平成２９年１月１６日付で募集要項の公表がありました「（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に係る公共施設等運営事業」について，参加表明書を提出しましたが，下記の理由により，別添のとおり[構成企業／協力企業]を変更させていただきたく，当該変更後の企業に係る各種様式及び関係書類を添え，構成企業等変更届を提出します。

なお，変更後の[構成企業／協力企業]は，本募集要項に示される応募者の要件に関する制限に該当しないことを誓約します。

※注　[　／　]はいずれかを選択し，不要なものを削除する。

応募グループ名
（代表者）商号又は名称
　　　　　所在地
　　　　　代表者名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
記

（変更する理由を記載すること。）
以上

（様式　Ａ－４　別添）
	構成企業又は
協力企業（変更前）


	商号又は名称

所在地
代表者名

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ

　　　　電子メールアドレス

	
	＜本事業における役割＞
※　本事業における役割を簡潔に記載してください。なお，一つの業務を複数の企業で分担する場合は，分担する業務の内容についても記載してください。


	構成企業又は
協力企業
（変更後）


	商号又は名称

所在地
代表者名

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ

　　　　電子メールアドレス

	
	＜本事業における役割＞　



※　変更する構成企業及び協力企業が複数の場合は，本様式に準じて追加・作成してください。

※　構成企業及び協力企業を変更することにより，他の構成企業及び協力企業等の本事業における役割を変更する場合は，当該企業に関しても，本様式に準じて作成してください。

（様式　Ａ－５）
平成　　年　　月　　日

辞　退　届

契約行為担当官


法務省大臣官房会計課長　殿
応募グループ名
（代表者）商号又は名称
　　　　　所在地
　　　　　代表者名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成２９年１月１６日付で募集要項の公表がありました「（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に係る公共施設等運営事業」に関する参加表明書を提出しましたが，都合により提案を辞退します。

資格審査に関する様式

（様式　Ｂ－１）
平成　　年　　月　　日
参加資格確認申請書

平成２９年１月１６日付で募集要項等の公表がありました「（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に係る公共施設等運営事業」に係る参加資格について確認されたく，下記の書類を添えて申請します。

なお，募集要項に定められた応募者の要件を満たしていること，及び，この申請書及び添付書類の内容については，事実と相違ないことを誓約します。

応募グループ名
（代表者）商号又は名称
　　　　　所在地
　　　　　代表者名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
記
募集要項に記載された応募者の要件を満たしていることを確認するための資料
以上
（様式　Ｂ－２）
実績に関する調書
１　設計企業及び配置予定技術者について，組積造の文化財建造物である建築物に係る保存及び活用事業に関する調査・設計業務の実績（代表的なもの１つ）
２　建設企業又及び配置予定技術者について，組積造の文化財建造物である建築物に係る保存及び活用事業に関する施工実績（代表的なもの１つ）
３　歴史的資料を取り扱う文教施設の維持管理又は運営に関する実績（代表的なもの１つ）
	
	１　調査・設計業務の実績
	２　施工実績
	３　維持管理又は運営に関する実績

	企業名
	
	
	

	配置予定
技術者名
	
	
	

	本事業における役割
	構成企業／協力企業
	構成企業／協力企業
	構成企業／協力企業

	施設名又は事業名
	
	
	

	所在地
	
	
	

	主な用途
	
	
	

	実施年月
	
	
	

	概要
	※具体的な内容を記載する
	
	


※　Ａ４縦１枚の範囲で記入すること。
提案審査に関する様式
（1）提案審査書類（必須項目審査）
（様式　Ｃ－１）
平成　　年　　月　　日
提案審査書類提出書

契約行為担当官


法務省大臣官房会計課長　殿

応募グループ名
（代表者）商号又は名称
　　　　　所在地
　　　　　代表者名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
「（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に係る公共施設等運営事業　募集要項」に基づき，必要書類を添付して提出します。なお，提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。

（様式　Ｃ－２）
平成　　年　　月　　日
要求水準書に関する確認書

契約行為担当官


法務省大臣官房会計課長　殿

応募グループ名
（代表者）商号又は名称
　　　　　所在地
　　　　　代表者名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成２９年１月１６日付で募集要項の公表がありました「（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に係る公共施設等運営事業」の提案審査に対する本提案審査提出書類の一式は，「（仮称）旧奈良監獄の保存及び活用に係る公共施設等運営事業　要求水準書」に規定された業務要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。

（2）提案審査書類（加点項目審査）
（様式　Ｄ－１）
	基本方針
	通し番号
	○／○

	


（様式　Ｄ－２）
	改修業務　文化財の保存・活用
	通し番号
	○／○

	


（様式　Ｄ－３）
	改修業務　耐震改修
	通し番号
	○／○

	


（様式　Ｄ－４）
下記の図面を記載すること。
【図面リスト】

	１
	配置図
	敷地配置図
	Ａ３版（1/800）　１枚

	２
	全体計画平面図
	本敷地全体の平面計画
	Ａ３版（1/800）　１枚
Ａ１版（1/400）※

	３
	各指定建物の平面図，立面図，断面図
	重要文化財の指定建物ごとに以下の図面を作成
・各階平面図
・立面図（４面）
・断面図（梁行，桁行）
	Ａ３版（1/200）

	４
	各新設建物の平面図，立面図
	新設建物ごとに以下の図面を作成
・各階平面図
・立面図（４面）
	Ａ３版（1/200）

	５
	現状を変更する部分の詳細図
	重要文化財の指定建物について，現状を変更する部分の図面
	Ａ３版　縮尺・枚数：任意

	６
	各指定建物の耐震改修に関する概要図
	重要文化財の指定建物ごとに耐震改修に関する概要図
	Ａ３版　縮尺・枚数：任意

	７
	鳥瞰図
	本敷地全体の鳥瞰図
	Ａ３版　１枚


【作成上の注意点】
· 図面右下に，図面枠を設け，建物名称（カッコ内に指定名称），図面名称，縮尺，図面番号（○／○）を明記する。
· 現状を変更する部分 に係る詳細図は，同様の改修を行う部分が重複する場合には，標準図を提示し，別途場所を明記した配置図を作成することも可とする。
· 図面の精度は，提案の計画内容が表現されていることを前提として，国から提供する情報の範囲で構わない。
· ※印の図面については，提案資料とは別にＡ１版の図面を６部用意すること。
（様式　Ｄ－５）
	未決収容機能　
	通し番号
	○／○

	


（様式　Ｄ－６）
	史料館運営業務　維持管理業務及び運営業務
	通し番号
	○／○

	


（様式　Ｄ－７）
	史料館運営業務　付帯事業
	通し番号
	○／○

	


（様式　Ｄ－８）
	事業計画　スケジュール
	通し番号
	○／○

	


（様式　Ｄ－９）
	事業計画　事業収支計画
	通し番号
	○／○

	


（様式　Ｄ－１０）
	その他
	通し番号
	○／○

	


